
令和７年７月公表分（県民局・地域事務所）　（業務委託）

1
備前県民局
農林水産事業部
農地農村計画課

令和７年度農業競争
力強化農地整備事業
下仁保地区　換地業
務

令 和 7 年 5 月 13 日
赤磐市
赤磐市下市３４４

2,519,000

　本委託業務は、ほ場整備事業の工事前における一定地域内の私人の
土地を区画整理後の私人の土地に一括換地する個人の権利を移動させ
る業務であり、集団化した農地について複数年にわたり作業を行う継
続業務である。個人の土地評価、相続代位登記及び換地処分登記等、
戸籍調査や私人の財産に関する事項を始めとする個人情報を取り扱う
ほか、個人所有地への立入調査、換地配分計画の権利関係の調整等、
その進め方についても常に地元関係者と密接な調整を図る必要があ
る。この複雑多岐な調整を円滑かつ確実に履行することが可能な機関
は、事業の継続性の点からも地域の実情に精通している関係市である
赤磐市以外に該当がなく、その性質、目的が競争入札に適さない。

第 ２ 号

2
備中県民局
農林水産事業部
農地農村整備課

水利施設等整備事業
（基幹水利施設保全
型）
上原井領用水１期地
区
上原井領用水１期地
区　東六間川１期他
３地区設計積算業務

令 和 7 年 6 月 4 日
岡山県土地改良事業団体連合
会
岡山市北区内山下１－３－７

13,255,000

　本業務は土地改良に係る建設工事の入札のための予定価格を算定す
るものであり、公正・中立な競争入札の機会を確保するために守秘義
務の徹底を図ることが求められる。
　県の積算システムは、システムも含めた情報の守秘義務があり、一
般コンサルタントにはその利用を認めていないが、岡山県土地改良事
業団体連合会は、上記積算システムの利用を認められており、これま
でに同様の実績を有する県内唯一の団体である。これらのことから、
上記団体へ特命随意契約により業務を発注する。

第 ２ 号

3
備中県民局
農林水産事業部
農地農村計画課

農地中間管理機構関
連農地整備事業
大佐布瀬地区
換地業務

令 和 7 年 6 月 25 日
新見市
新見市新見３１０－３

5,023,700

　本業務は、農地等の権利関係を一挙に再編するものであり、地元関
係者と密接な調整を図る必要がある。
　また、着工から登記完了まで5年を予定しており、多くの処理項目
が密接に関連するため、継続性と一貫性をもって業務を進める必要が
ある。
　更に、個人の財産や相続等の個人情報を取り扱うため、高度な情報
管理が求められる。
　加えて、換地処分は換地計画書に基づき行われることから、換地計
画書の作成等の換地業務を行うにあたっては、公平性や客観性が担保
され事業参加者から信頼されていることや、地域の状況を十分に把握
し、様々な調整が円滑にできることが求められる。
　以上のことから、本業務を円滑かつ確実に履行できる者は他に無
く、契約の性質又は目的が競争入札に適さない。

第 ２ 号

4
備中県民局
建設部
井笠地域工務課

令和７年度主要地方
道笠岡井原線電線共
同溝工事

令 和 7 年 6 月 4 日

エヌ・ティ・ティ・インフラ
ネット（株）中国事業部
広島県広島市南区宇品神田３
－１２－１１

76,024,102

　業者とは令和３年１月１８日付け「電線共同溝の施工に伴う資産の
譲渡及び譲渡設備を活用にした電線共同溝工事等に関する協定」を締
結している。本工事の施工箇所は既設の埋設電線管路の近接箇所であ
り、施工時において供用中のケーブルの安全を確保するとともに、設
備事故等緊急時にネットワーク構成を踏まえた迅速な対応ができる体
制が必要になることから、責任を持って該当作業が出来る者は当該電
線管理者しかいないため。

第 ２ 号
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5
美作県民局
農林水産事業部
農地農村計画課

令和７年度中山間地
域農業農村総合整備
事業　真庭南部地区
換地業務

令 和 7 年 6 月 3 日
真庭市
真庭市久世２９２７－２

3,302,200

　換地業務は、農地等の権利関係を一挙に再編するものであり、個人
の財産及び個人情報を取り扱うため、地元関係者と密接な調整を図る
必要があること、また着工から登記完了まで多年にわたり多くの処理
項目が密接に関連するため、継続性と一貫性をもって処理を進める必
要があることから、契約の相手方が特定され、その性質及び目的が競
争入札に適さないため。
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